
Ⅰ．治水安全度の向上に関する主な対策

河川整備（河道掘削・堤防整備）

堤防天端・法尻の保護堤防天端通行ルールの見直し検討

河川整備（側帯整備）
河川水位を低下させるため河川整備（河道掘削、堤防整備）を進

めて治水安全度を向上させる。

河道掘削イメージ

※具体的な対策内容等については、今後の調査・検討等により変更となる可能性があります。

【河川管理者が主体的に実施】

計画を上回る洪水が発生し、越水が発生しても、堤防決壊までの
時間を少しでも延ばすための、壊れにくい堤防整備を進める。

堤防裏法尻の補強

【河川管理者が主体的に実施】

発災時に速やかな排
水・復旧活動を行うた
め、堤防天端の通行
ルールの見直しを検討
する。

なお、災害対策車の
通行に対して堤防天端
幅が不足する区間は、
堤防天端幅の確保対策
を検討する。

令和元年10月洪水では、ホースブリッジによ
り一般車両の通行を確保しつつ、排水作業を
実施した。

R1.10.15撮影

【 河川管理者が道路管理者
等と連携して実施】

排水作業や水防活動の
実態を踏まえて地点を選
定し、効率的な水防・排
水・復旧の観点から、側
帯を整備する。

大郷大橋（18K）左岸の側帯部分を活用した
排水作業の様子。応急復旧用の資材置き場、
災害対策車の待機所等にも活用された。

R1.10.15撮影

【河川管理者が主体的に実施】
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排水路の整備・維持管理

Ⅱ．氾濫拡大の防止に関する主な対策

流域貯留施設・調整池等の整備により、支流への流出抑制を推進する。また、
既設排水路の適切な維持管理により、機能を確保する。

【 市町・施設管理者が連携して実施】

巳待田調整池（増築）および新設調整池 整備位置

姥
ヶ
沢
地
区

巳
待
田
調
整
池

新設調整池

※具体的な対策内容等については、今後の調査・検討等により変更となる可能性があります。 15

雨水貯留施設・調整池の整備



管理用通路区間の盛土

Ⅲ．避難地警報システムに関する主な対策

水防災拠点の拡張・増設

災害時の水防災拠点
の活用状況を踏まえ、
拠点の拡張・増設を検
討する。

災害時の水防災拠点活用状況

R1.10.17撮影

①周辺に安全な一時避
難場所が不足してい
る地域への増設

②排水・復旧活動なら
びに住民の避難等ス
ペースを踏まえた拡
張

鹿島台市街地から松島町方向への避難を
支援するため、国道346号バイパス二線堤
区間と吉田川堤防兼用区間を繋ぐ管理用通
路の盛土を行う。

管理用通路区間

R1.10.14撮影

【 河川管理者・市町・関連機関が連携して実施】

【 河川管理者・市町が連携
して実施】

水防災拠点運用ルールの策定
災害時に水防災拠点をより効率的に使用するため、緊急避難、水

防・復旧活動の使用スペースや使用方法等、水防災拠点の運用ルー
ルを策定する。

避難建物の整備・物資備蓄

災害時に避難者が雨風をしのい
だり、物資の備蓄が行える建物設
備を整備する。

涌谷地区河川防災ステーション

【 市町が河川管理者と連携して実施】

避難路・復旧道路の嵩上げ

道路啓開作業の様子

冠水による避難の遅延を防止す
るとともに、速やかな水防活動・
復旧活動を行なうため、道路冠水
を防止すべき路線を抽出し、道路
の嵩上げを実施する。

【 道路管理者が主体的に実施】

※具体的な対策内容等については、今後の調査・検討等により変更となる可能性があります。

【 河川管理者・道路管理者が連携して実施】
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防災行政無線 屋外子局の増設

Ⅲ．避難地警報システムに関する主な対策

地区別ハザードマップ、
まるごとまちごとハザードマップ等の作成検討

【 市町が主体的に実施】

屋外での情報伝達環境を改善するため、主要な場所に屋外子局
を増設し、音声が聞き取れない場所の減少を図る。

音声だけでなく視覚でも緊急事態であることを確認出来るように、回
転灯を搭載した大阪府高槻市の防災行政無線

地区の特性に応じて、「地区別のハザードマップ」や「まるごと
まちごとハザードマップ」「内水ハザードマップ」の作成を検討す
る。

まちごとハザードマップの例
（山形県鶴岡市）

地区ハザードマップの作成例
（山形県大蔵村烏川地区）

【 市町および住民が主体的に実施】

光ファイバー回線の二重化 危機管理型水位計、監視アラート、ＣＣＴＶ等の整備
堤防決壊による光

ファイバーケーブルの
物理的な損傷に備えて、
回線の二重化を図る。

東日本大震災による通信イン
フラ設備の被災状況

（東日本大震災における復旧
活動の軌跡 NTT東日本

2011年11月）

落橋により、橋梁下部に通されていた伝
送路が切断されたり、線路に沿って敷設
されていた伝送路が線路ごと流出する事
態が発生した。

気仙大橋（国道45号）が流出し、橋梁下部に設置されていた中継伝送
路が切断（岩手県陸前高田市）

【 河川管理者が主体的に実施】

限られた人員で効率的に水位
監視を行い、危険に対し速やか
な対応を行うため、遠隔監視能
力の向上を図る。

簡易アラート

【 河川管理者が主体的に実施】

※具体的な対策内容等については、今後の調査・検討等により変更となる可能性があります。 17



Ⅳ．氾濫水排除の迅速化に関する主な対策

緊急排水樋門 敷高の工夫・改良、防塵対策 排水能力の強化

Ⅴ．適正な土地利用の規制誘導に関する主な対策

樋門敷高を二段構造にする等
改良を加え、排水能力の強化を
図る。

また、季節により多くのゴミ
が排水呑口に集まるため、スク
リーン等の除塵対策を検討する。

志田谷地排水樋門の法裏部
排水敷高の工夫等により、排水能力向上を図る

【 施設管理者が主体的に実施】

排水機場や排水ピットの増設、
既存排水機場の排水能力向上・非
浸水化対策等を検討し、排水能力
の強化を図る。

また、稲藁等による排水機能の
低下を抑制するため、除塵対策を
検討する。

排水機場の非浸水化事例
山崎排水機場（牛津川（佐賀県））では、コ
ンクリートによる防水壁を設けた。

【 施設管理者が主体的に実施】

将来的な土地利用の規制誘導

※具体的な対策内容等については、今後の調査・検討等により変更となる可能性があります。

立地適正化計画と防
災計画の連携を強化し、
浸水想定地域等ハザー
ドエリアを踏まえた居
住の誘導を図る。

また、災害リスク情
報の提供等により、浸
水想定地域等ハザード
エリアにおける開発の
抑制に努める。

出典：第20回 大規模水害に関する専門調査委員会

【 市町が主体的に実施】

移転・住居建替え補助制度の検討

国・県・自治体等に
よる補助制度を活用し
た浸水想定地域等ハ
ザードエリアからの住
居移転事例を参考に、
地域の状況に応じた支
援策を講じる。

出典：第20回 大規模水害に関
する専門調査委員会

【 市町が主体的に実施】
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地域別の情報発信手法の構築

Ⅵ．新たなまちづくり・ソフト施策に関する主な対策

災害時情報担当者の確保・連絡体制の構築

Ａ地区 防災行政無線
電話連絡
戸別訪問、等

Ｂ地区

Ｃ地区

Ｄ地区

防災ラジオ
エリアメール
防災アプリ、等

都市部と農村部等、地域住民の生活環境や年齢構成により、使
用頻度の高い通信手法は異なるため、地域に応じた発信手法を予
め設定する。

※具体的な対策内容等については、今後の調査・検討等により変更となる可能性があります。

【市町が主体的に実施】

リエゾンの早期応援要請・プッシュ型派遣ルールの構築
災害時に河川管理者－自治体－関係機関・住民間の情報伝達を遅

滞なく行なうため、予め情報担当者を定め、連絡体制を構築する。
また、効率的に情報連絡を行なうため、早期にリエゾンの応援要

請を行なうとともに、プッシュ型でのリエゾン派遣も積極的に行う
こととし、応援要請・派遣ルールを構築する。

令和元年10月洪水におけるリエゾン派遣状況
要請による派遣の他、一部プッシュ型による派遣も行った。

【河川管理者・市町・関係機関が連携して実施】

マイタイムラインの作成検討
地区の特性に応じた避難行動を認識し、防災意識を高め、自助

能力を形成するための取り組みとして、マイタイムラインの作成
を実施する。

涌谷町におけるマイタイムライン
の講習会の様子（2019.11）

マイタイムライン記載例
（仙台市）

【市町・住民が連携して実施】
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ロールプレイング防災訓練の継続実施

Ⅵ．新たなまちづくり・ソフト施策に関する主な対策

水害リスクの高い地域住民との共同点検・避難訓練

災害時に慌てず行動に移せるように
実践的なロープレイング形式を取り入
れ、継続的に防災訓練を実施する。

水防団や自主防災組織等、災害時に
地域のキーマンとなる組織についても、
同様の防災訓練実施を働きかけていく。

ロールプレイング形式の防災訓練
の一種【ホットライン訓練】
国土交通省下館河川事務所

【河川管理者・市町・関係機関が連携して実施】

定期的に、共同点検や避難訓練を実施し、水害常襲地域である
当該地域の防災意識の維持に努めるとともに、災害時に速やかに
避難行動が取るための備えを行なう。

水防演習で住民参加の避難訓練

【市町・住民が連携して実施】

災害協定による避難先確保 要配慮者サポーターの育成

長距離移動が困難、あるいは、近隣に
親族が居住していない高齢者等には、あ
らかじめ高台に位置する介護施設等と受
入協定を結び、災害時の早期避難先を確
保する。

福祉避難所案内例（京都市）

【市町が主体的に実施】

要配慮者の逃げ遅れ
がないように一緒に行
動する、あるいは、避
難行動を迷う人を後押
しする人材を育成する
ことで、地域全体の防
災力向上を図る。

福祉避難コーナー設置ガイドライン（京都府）

【市町・住民が連携して
実施】

※具体的な対策内容等については、今後の調査・検討等により変更となる可能性があります。 20



避難行動宣言（旗・タオル等）ツールの導入

Ⅵ．新たなまちづくり・ソフト施策に関する主な対策

※具体的な対策内容等については、今後の調査・検討等により変更となる可能性があります。

災害協定を結んでいる地元建設
業者の人手が不足し、対応が遅れ
る事態を防ぐため、複数の自治体
で災害協定情報を共有し、状況に
応じて連携市町村より応援要請を
行い、速やかな水防・復旧活動が
行えるよう努める。

個別訪問による未避難者の
確認時間を短縮するとともに、
避難行動を促すツールとして、
旗やタオル等を用いた避難行
動宣言の導入を検討する。

大郷町の避難行動宣言旗
自主防災組織による避難行
動宣言パネル（仙台市）

支援
要請

協定企業

自治体Ｂ

被災

自治体Ａ

協定企業

出動重複
対応不可

連携
支援要請

広域支援要請
広域支援

【市町・住民が連携して実施】

複数自治体連携による災害時広域支援協定

【市町が主体的に実施】

水防団等との双方向連絡体制の維持・強化

夜間作業用ライト・雨具等の防災拠点等への備蓄

行政の監視のみで把握できない越水や漏水箇所を、水防団等から
報告できるように連絡窓口を周知するとともに、収集した被災情報
を行政間（自治体－河川管理者）で共有する連絡体制を構築する。

夜間の水防・復旧活動に備え、雨具や照明等を水防災拠点等に備
蓄し、水防団等の活動の安全性を確保する。

【河川管理者・市町・関係機関が連携して実施】

【河川管理者・市町・関係機関が連携して実施】

排水管理情報の連結・共有体制の再構築
排水樋管操作に関して、操作ルールや管理者・連絡先情報等を関

係機関で共有し、内外水位の状況連絡や地域からの質問対応をス
ムーズに行えるように努める。 【施設管理者・関係機関が連携して実施】
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